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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第24期

第２四半期
連結累計期間

第25期
第２四半期
連結累計期間

第24期

会計期間
自　平成29年３月１日
至　平成29年８月31日

自　平成30年３月１日
至　平成30年８月31日

自　平成29年３月１日
至　平成30年２月28日

売上高 （千円） 4,279,068 4,090,759 8,435,596

経常利益 （千円） 252,344 241,542 468,833

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 114,198 143,318 307,262

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 114,198 143,318 307,262

純資産額 （千円） 5,347,631 5,627,167 5,511,158

総資産額 （千円） 6,337,146 6,554,503 6,362,306

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 11.92 14.78 31.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 11.52 14.30 30.78

自己資本比率 （％） 83.3 85.1 85.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 309,969 301,212 494,080

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 9,352 226,454 △4,216

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △47,553 △48,170 △95,869

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 2,257,769 2,860,402 2,377,187

 

回次
第24期

第２四半期
連結会計期間

第25期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成29年６月１日
至　平成29年８月31日

自　平成30年６月１日
至　平成30年８月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 1.67 4.07

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

       ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動は、以下のとおりであります。

（飲食事業）

　株式会社エムアイフードシステム、株式会社デイ・マックス及び株式会社ジェイエフピーの３社は、平成30年６月

１日付で当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、当第２四半期連結会計期間より連結の範囲から除外し

ております。

　なお、連結の範囲から除外するまでの期間損益は当第２四半期連結財務諸表に含めております。

（商品卸売事業）

　主要な関係会社の異動はありません。

（その他）

　主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

　当社グループは、「本物の食文化の提供」を企業理念として、客単価5,000円前後の「天地旬鮮　八吉」等の和

食居酒屋業態を中心に、主として東京都内のビジネス街に店舗展開を行っております。当第２四半期連結累計期間

は、当社グループの出店候補とする地区において、局地的な賃料高騰後の高止まりが続いているため新規出店は行

わず、収益の基盤である既存店の収益力強化に注力してまいりました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は4,090,759千円（前年同四半期比4.4％減）、営業利益は

180,357千円（同10.9％減）、経常利益は241,542千円（同4.3％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

143,318千円（同25.5％増）となりました。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　飲食事業

　飲食事業につきましては、優良立地にある当社の既存店の収益力強化に注力してまいりました。業態ごとに毎

週行われる調理部会等を通じて、より最良な調理方法や食材の保管を徹底し、お料理やドリンクのさらなる品質

の向上を図り、付加価値の向上に努めてまいりました。新規出店はなく、当第２四半期連結会計期間末の店舗数

は66店舗となり、売上高は3,679,131千円（前年同四半期比6.0％減）、経常利益は544,801千円（同2.9％減）と

なりました。

②　商品卸売事業

　商品卸売事業につきましては、売買参加権で仕入れた青果物等をメインに、都内の飲食店や大手企業の社員食

堂等の顧客を増やし、売上高は463,759千円（前年同四半期比4.1％増）、経常利益は38,139千円（同0.1％増）

となりました。

③　その他

　その他につきましては、ライセンス販売の新規受注はなく、本社ビルの賃貸収入により、売上高は22,467千円

（前年同四半期比2.1％減）、経常利益は13,049千円（同9.6％減）となりました。
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(2）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末における資産の部は6,554,503千円、負債の部は927,336千円、純資産の部は

5,627,167千円となりました。この結果、自己資本比率は85.1％となっております。

①　流動資産

　当第２四半期連結会計期間末における流動資産は3,755,883千円となり、前連結会計年度末と比較して527,116

千円増加しております。主な要因は、現金及び預金が485,021千円、売掛金が17,924千円、商品が28,512千円増

加したことによるものであります。なお、当第２四半期連結会計期間末の流動資産÷流動負債で表わされる流動

比率は、前連結会計年度末と比較して12.6ポイント改善し551.4％となりました。

②　固定資産

　当第２四半期連結会計期間末における固定資産は2,798,619千円となり、前連結会計年度末と比較して334,919

千円減少しております。主な要因は、有形固定資産が355,149千円、無形固定資産が571千円減少し、投資その他

の資産が20,801千円増加したことによるものであります。

③　流動負債

　当第２四半期連結会計期間末における流動負債は681,153千円となり、前連結会計年度末と比較して81,873千

円増加しております。主な要因は、買掛金が13,152千円、未払法人税等が29,132千円、その他が32,479千円増加

したことによるものであります。

④　固定負債

　当第２四半期連結会計期間末における固定負債は246,183千円となり、前連結会計年度末と比較して5,684千円

減少しております。これは、資産除去債務が5,684千円減少したことによるものであります。

⑤　純資産の部

　当第２四半期連結会計期間末の純資産の部は5,627,167千円となり、前連結会計年度末と比較して116,008千円

増加しております。主な要因は、当第２四半期連結累計期間における親会社株主に帰属する四半期純利益

143,318千円の計上による増加、新株予約権（ストック・オプション）の行使等による資本金27,044千円、資本

剰余金27,044千円の増加及び新株予約権33,081千円の減少、剰余金の配当による48,316千円の減少によるもので

あります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における当社グループの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活

動によるキャッシュ・フローが301,212千円の資金増、投資活動によるキャッシュ・フローが226,454千円の資金

増、財務活動によるキャッシュ・フローが48,170千円の資金減となりました。その結果、当第２四半期連結会計期

間末の資金残高は、前連結会計年度末と比較して483,215千円増加し2,860,402千円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、営業活動の結果得られた資金は301,212千円（前年同四半期比2.8％減）と

なりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益212,890千円、減価償却費83,519千円、減損損失59,776千

円、固定資産売却益43,346千円、その他の流動負債の増加額41,389千円に対して、法人税等の支払額67,463千円が

あったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、投資活動の結果得られた資金は226,454千円（前年同四半期比2,321.3％

増）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出31,472千円に対して、有形固定資産の売却による

収入291,221千円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、財務活動の結果使用した資金は48,170千円（前年同四半期比1.3％増）と

なりました。これは主に、配当金の支払額48,316千円があったことによるものであります。

 

(4）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するのための客観的な指標等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成

状況を判断するための客観的な指標等について重要な変更はありません。

 

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 31,000,000

計 31,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年８月31日)

提出日現在発行数（株）
（平成30年10月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 9,822,900 9,822,900
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 9,822,900 9,822,900 － －

（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成30年10月１日から当四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成30年６月14日

新株予約権の数（個） 1,800

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 180,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自　2021年７月11日

至　2026年７月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　34,000

資本組入額　17,000（注）３

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会

の承認を要するものとします。

代用払込みに関する事項

新株予約権者は、新株予約権の払込金額の払込みに代え

て、当社に対する報酬債権をもって相殺するものとし、金

銭の払込みを要しないものとします。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５

（注）１．新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与

株式数」という。）は１個当たり100株とする。

ただし、新株予約権を割当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が普通株式につき、株式分割（当

社普通株式の無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、新株予

約権のうち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権について、付与株式数を次の

計算により調整する。

　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割又は併合の比率

また、上記の他、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、当社の取締役

会において必要と認められる付与株式数の調整を行うことができる。

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。
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２．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部又は全部を行使することができる。

a. 2021年７月11日から2022年７月10日までは、割当株数の２分の１を上限として権利を行使することがで

きる。

b. 2022年７月11日から2026年７月10日までは、割当株数のすべてについ権利を行使することができる。

(2) 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社及び当社子会社の取締役又は従業員であることを要

する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由がある場合はこの限りではない。

(3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使できないものとする。

(4) その他の権利行使条件については、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する新株予約権割

当契約に定める。

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合

は、これを切り上げるものとする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金

等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４．新株予約権の取得条項

(1) 新株予約権者が権利行使をする前に、前記２の定め又は新株予約権割当契約の定めにより新株予約権を行

使できなくなった場合、当社は当社の取締役会が別途定める日をもって当該新株予約権を無償で取得する

ことができる。

(2) 当社は、以下イ、ロ、ハ、ニ又はホの議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要

の場合は当社の取締役会で承認された場合）は、当社の取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で

取得することができる。

イ．当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

ロ．当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

ハ．当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

ニ．当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

ホ．新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承

認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

５．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の発生日（吸収合併

につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割

の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日及

び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存する新株予約

権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそ

れぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合

併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に

限る。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、前記１に準じて決定する。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成30年６月１日～

平成30年８月31日

（注）

145,700 9,822,900 27,044 1,216,224 27,044 1,271,214

　（注）　新株予約権の行使による増加であります。

 

（６）【大株主の状況】

  平成30年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

柚原　洋一 東京都江東区 4,185,300 42.61

サントリー酒類株式会社 東京都港区台場２丁目３－３ 448,000 4.56

永井　詳二 東京都港区 282,800 2.88

内藤　征吾 東京都中央区 270,800 2.76

城野　親徳 東京都渋谷区 242,000 2.46

一六堂社員持株会 東京都中央区八重洲１丁目８－９ 186,500 1.90

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３ 152,300 1.55

藤田　宗巳 東京都練馬区 133,200 1.36

ザ　バンク　オブ　ニューヨー

ク　メロン　１４００４０

（常任代理人　株式会社みずほ

銀行決済営業部）

225 LIBERTY STREET, NEW YORK, NEW YORK,

U.S.A.

（東京都港区港南２丁目15－１　品川イン

ターシティＡ棟）

131,200 1.34

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 129,900 1.32

計 － 6,162,000 62.73
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年８月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式         13,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式      9,807,300 98,073 －

単元未満株式 普通株式          1,700 － －

発行済株式総数 9,822,900 － －

総株主の議決権 － 98,073 －

 

②【自己株式等】

平成30年８月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱一六堂
東京都中央区八重洲

一丁目８番９号
13,900 － 13,900 0.14

計 － 13,900 － 13,900 0.14

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年６月１日から平

成30年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年３月１日から平成30年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年２月28日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,449,146 2,934,167

売掛金 275,159 293,083

商品 285,890 314,402

その他 223,788 221,379

貸倒引当金 △5,216 △7,149

流動資産合計 3,228,767 3,755,883

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 790,129 607,940

土地 741,130 577,891

その他（純額） 82,377 72,657

有形固定資産合計 1,613,637 1,258,488

無形固定資産   

その他 7,677 7,105

無形固定資産合計 7,677 7,105

投資その他の資産   

敷金及び保証金 1,420,318 1,432,783

その他 106,958 115,295

貸倒引当金 △15,054 △15,054

投資その他の資産合計 1,512,223 1,533,025

固定資産合計 3,133,538 2,798,619

資産合計 6,362,306 6,554,503

負債の部   

流動負債   

買掛金 146,624 159,777

未払法人税等 80,685 109,817

資産除去債務 － 7,108

その他 371,970 404,449

流動負債合計 599,280 681,153

固定負債   

資産除去債務 238,128 232,443

その他 13,739 13,739

固定負債合計 251,868 246,183

負債合計 851,148 927,336

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,189,180 1,216,224

資本剰余金 1,244,170 1,271,214

利益剰余金 2,997,681 3,092,683

自己株式 △5,129 △5,129

株主資本合計 5,425,902 5,574,992

新株予約権 85,255 52,174

純資産合計 5,511,158 5,627,167

負債純資産合計 6,362,306 6,554,503

 

EDINET提出書類

株式会社一六堂(E03455)

四半期報告書

11/22



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年３月１日
　至　平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年３月１日
　至　平成30年８月31日)

売上高 4,279,068 4,090,759

売上原価 1,279,299 1,209,623

売上総利益 2,999,769 2,881,135

販売費及び一般管理費 ※ 2,797,278 ※ 2,700,778

営業利益 202,491 180,357

営業外収益   

受取利息 212 190

受取配当金 47 47

為替差益 － 3,719

協賛金収入 45,057 44,753

その他 7,965 12,683

営業外収益合計 53,282 61,393

営業外費用   

為替差損 2,376 －

その他 1,053 208

営業外費用合計 3,429 208

経常利益 252,344 241,542

特別利益   

固定資産売却益 － 43,346

特別利益合計 － 43,346

特別損失   

固定資産除却損 － 2,571

減損損失 31,807 59,776

店舗閉鎖損失 24,950 9,649

損害賠償金 12,386 －

特別損失合計 69,144 71,997

税金等調整前四半期純利益 183,200 212,890

法人税、住民税及び事業税 62,823 93,332

法人税等調整額 6,178 △23,759

法人税等合計 69,002 69,572

四半期純利益 114,198 143,318

親会社株主に帰属する四半期純利益 114,198 143,318
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年３月１日
　至　平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年３月１日
　至　平成30年８月31日)

四半期純利益 114,198 143,318

四半期包括利益 114,198 143,318

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 114,198 143,318

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年３月１日
　至　平成29年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年３月１日
　至　平成30年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 183,200 212,890

減価償却費 98,702 83,519

減損損失 31,807 59,776

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 1,932

受取利息及び受取配当金 △259 △237

為替差損益（△は益） 2,376 △3,719

固定資産売却損益（△は益） － △43,346

固定資産除却損 － 2,571

損害賠償金 12,386 －

売上債権の増減額（△は増加） △11,546 △17,924

たな卸資産の増減額（△は増加） △36,148 △28,459

仕入債務の増減額（△は減少） 51,877 13,152

未払金の増減額（△は減少） 6,150 6,998

未払消費税等の増減額（△は減少） △7,232 20,100

その他の流動資産の増減額（△は増加） △815 △6,573

その他の流動負債の増減額（△は減少） 40,070 41,389

その他 21,072 26,093

小計 391,639 368,165

利息及び配当金の受取額 287 243

補償金の受取額 － 251

損害賠償金の支払額 △2,386 －

法人税等の還付額 8,384 15

法人税等の支払額 △87,953 △67,463

営業活動によるキャッシュ・フロー 309,969 301,212

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △8,000 △4,200

定期預金の払戻による収入 12,000 2,400

有形固定資産の取得による支出 △21,632 △31,472

有形固定資産の売却による収入 － 291,221

無形固定資産の取得による支出 △84 －

敷金及び保証金の差入による支出 △2,141 △16,381

敷金及び保証金の回収による収入 36,576 22,959

その他 △7,366 △38,072

投資活動によるキャッシュ・フロー 9,352 226,454

財務活動によるキャッシュ・フロー   

新株予約権の行使による株式の発行による収入 127 145

配当金の支払額 △47,680 △48,316

財務活動によるキャッシュ・フロー △47,553 △48,170

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,376 3,719

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 269,392 483,215

現金及び現金同等物の期首残高 1,988,376 2,377,187

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,257,769 ※ 2,860,402
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

　株式会社エムアイフードシステム、株式会社デイ・マックス及び株式会社ジェイエフピーの３社は、平成30年

６月１日付で当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、当第２四半期連結会計期間より連結の範囲か

ら除外しております。

なお、連結の範囲から除外するまでの期間損益は当第２四半期連結財務諸表に含めております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年３月１日

　　至 平成29年８月31日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年３月１日

　　至 平成30年８月31日）

給与手当 1,020,836千円 965,216千円

地代家賃 772,782 750,294

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年３月１日
至　平成29年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年３月１日
至　平成30年８月31日）

現金及び預金勘定 2,331,028千円 2,934,167千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △66,759 △72,765

預入期間が３ヶ月を超える定期積立預金 △6,500 △1,000

現金及び現金同等物 2,257,769 2,860,402
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年３月１日　至　平成29年８月31日)

１．配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年４月13日

取締役会
普通株式 47,680 5 平成29年２月28日 平成29年５月31日 利益剰余金

 
 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

決　議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月13日

取締役会
普通株式 48,316 5 平成29年８月31日 平成29年10月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年３月１日　至　平成30年８月31日)

１．配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年４月13日

取締役会
普通株式 48,316 5 平成30年２月28日 平成30年５月30日 利益剰余金

 
 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

決　議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年10月15日

取締役会
普通株式 49,045 5 平成30年８月31日 平成30年10月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年３月１日　至　平成29年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 飲食事業
商品卸売
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 3,914,545 341,564 4,256,110 22,958 4,279,068 － 4,279,068

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 104,025 104,025 － 104,025 △104,025 －

計 3,914,545 445,589 4,360,135 22,958 4,383,093 △104,025 4,279,068

セグメント利益 560,897 38,094 598,992 14,437 613,429 △361,084 252,344

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸料収入等を含んでおりま

す。

２．セグメント利益の調整額△361,084千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「飲食事業」において、２店舗に係る店舗資産の減損損失を計上しております。なお、当該減損損失の

計上額は、当第２四半期連結累計期間においては、31,807千円であります。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年３月１日　至　平成30年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 飲食事業
商品卸売
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 3,679,131 389,160 4,068,292 22,467 4,090,759 － 4,090,759

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 74,598 74,598 － 74,598 △74,598 －

計 3,679,131 463,759 4,142,890 22,467 4,165,358 △74,598 4,090,759

セグメント利益 544,801 38,139 582,940 13,049 595,989 △354,447 241,542

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸料収入等を含んでおりま

す。

２．セグメント利益の調整額△354,447千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「飲食事業」において、５店舗に係る店舗資産の減損損失を計上しております。なお、当該減損損失の

計上額は、当第２四半期連結累計期間においては、59,776千円であります。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

１．取引の概要

(1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合企業の名称　　　　　株式会社一六堂

結合企業の事業の内容　　飲食店の経営

被結合当事企業の名称　　株式会社エムアイフードシステム、株式会社デイ・マックス、株式会社ジェイ

エフピー

被結合企業の事業の内容　飲食店の経営

(2）企業結合日

平成30年６月１日

(3）企業結合の法的形式

　当社を存続会社、株式会社エムアイフードシステム、株式会社デイ・マックス、株式会社ジェイエフピー

の３社を消滅会社とする吸収合併

(4）結合後企業の名称

株式会社一六堂

(5）その他取引の概要に関する事項

　当社は、事業基盤拡大のため、当社の出店候補とするビジネス街に店舗展開している当該連結子会社を、

平成18年９月と平成20年３月に100％出資して子会社化しました。その後、10年以上が経過し、賃貸人や取

引業者様との信頼関係も築かれたと判断し、経営の効率化と事業基盤の強化を図ることを目的として本合併

を行うこととしました。

 

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支

配下の取引として処理しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年３月１日
至　平成29年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年３月１日
至　平成30年８月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 11円92銭 14円78銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
114,198 143,318

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
114,198 143,318

普通株式の期中平均株式数（株） 9,580,204 9,698,933

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 11円52銭 14円30銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 329,095 324,416

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成30年10月15日開催の取締役会において、剰余金配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額 49,045千円

（ロ）１株当たりの金額 ５円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成30年10月29日

　（注）　平成30年８月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   平成30年10月12日

株式会社一六堂   

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 加　藤 　博　久　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 森　田 　健　司　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社一六堂の

平成30年3月1日から平成31年2月28日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成30年6月1日から平成30年8月31

日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成30年3月1日から平成30年8月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社一六堂及び連結子会社の平成30年8月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　 　　 ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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